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回次
第50期

中間連結会計期間
第51期

中間連結会計期間
第50期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 (千円) 266,889 375,545 646,058

経常損失（△） (千円) △39,695 △86,428 △69,393

親会社株主に帰属する中間純

利益又は中間(当期)純損失

(△)

(千円) 34,817 △145,258 △36,568

中間包括利益又は包括利益 (千円) 33,862 △161,943 △30,736

純資産額 (千円) 372,707 150,808 308,107

総資産額 (千円) 650,535 559,073 614,394

１株当たり中間純利益又は中

間(当期)純損失(△)
(円) 17.26 △72.04 △18.14

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 56.9 25.4 46.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 47,461 △5,837 △7,531

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △13,718 3,182 △17,691

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 46,886 △66,824

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 396,902 319,670 275,439

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　2025年９月30日現在、当社グループは、提出会社である当社及び連結子会社４社の合計５社での構成となってお

ります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

(継続企業の前提に関する重要事象等)

　当社グループは当中間連結会計期間において継続して営業損失を計上いたしました。このため、現時点では継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

　しかしながら、当社グループは、当面の運転資金に利用できる手元資金を保有しているため、継続企業の前提に重

要な不確実性は認められないものと判断しております。当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を

目指し、安定的な収益の確保と事業基盤の整備に向けて、重点的に中期経営計画の施策に取り組んでおります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善、経済政策への期待などから、景気は緩やか

な回復基調が継続しています。一方、消費者物価の上昇、米国の通商政策の影響、中国経済の低迷、長期化するウ

クライナ戦争や中東情勢緊迫化などから、依然として経済の先行きは不透明な状況が継続しています。

　当社が属する情報通信業界におきましては、労働力不足への対応や事務負担軽減による生産性向上、技術の進歩

によるAI用途拡大などを背景とした設備投資の更なる拡大が期待されます。

　このような事業環境のもと、当社グループは、2025年６月25日に「事業計画及び成長可能性に関する事項」を更

新のうえ公表しており、その中で、2027年３月期を最終事業年度とする中期経営計画において、以下の３点の中期

目標と当該目標実現のための５点の施策を策定しております。

≪中期目標≫

◇事業規模の拡大と収益性の向上

◇継続的な成長を実現する事業モデルの確立

◇企業価値の向上と株主還元

≪実施施策≫

○事業規模拡大に向けた資金調達と積極的な事業投資

○適切な組織編制とガバナンス

○事業推進力の強化

○Ｍ＆Ａ及び企業提携の推進

○会社環境の改善

　上記中期目標実現のため、当中間連結会計期間におきましては、管理部門組織の見直し、運用資金の調達などを

実施した他、Ｍ＆Ａ及び企業提携の推進として新たに１社の子会社化を実現しております。

　以上の結果、売上高につきましては、既存ビジネスが伸長したことに加え、連結対象会社が増加した影響もあり

375,545千円(前年同中間期比40.7%増)となりました。

　一方、営業損益につきましては、見込んでいた受注が想定通り進まなかったことにより、外注費や労務費を含め

た売上高原価率が増加しました。また、のれん償却費等の増加もあり、営業損失は88,233千円(前年同中間期は営業

損失40,065千円)、経常損益につきましては、経常損失86,428千円(前年同中間期は経常損失39,695千円)となりまし

た。また、特別利益として負ののれん発生益3,543千円、特別損失として減損損失78,017千円を計上したことなどに

より、親会社株主に帰属する中間純損失は145,258千円(前年同中間期は親会社株主に帰属する中間純利益34,817千

円)となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりです。売上高につきましては、外部顧客への売上高を表示しています。

〔ITソリューション〕

　既存顧客への深耕による受注増、前連結会計年度より取り組み始めた既存サービスの利益率向上施策、当社の

重要戦略の一つであるＭ＆Ａの推進による株式会社エンジニアファーム（2024年７月）、株式会社バニヤンズ

（2025年１月）、株式会社TENJIN SYSTEM CONSULTING（2025年４月）の３社の連結子会社化などにより増収とな

りました。他方、子会社における大型案件の失注に伴い、労務費などの売上原価の割合が増加し、収益性が悪化

しました。この結果、売上高は309,641千円（前年同中間期比46.8％増）と増収となりましたが、セグメント利益

は26,156千円（前年同中間期比37.5％減）となりました。

〔ＢＰＯ・サービス〕

　ＢＰＯ(業務アウトソーシング)及び決済等のサービスにつきましては、決済サービスに関する新規顧客の獲得

などにより、売上高は65,904千円(前年同中間期比17.6％増)、セグメント利益は9,540千円(前年同中間期比

132.1%増)となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における総資産の残高は559,073千円となり、前連結会計年度末に比べ55,321千円減少

いたしました。これは主に、金融機関からの借入による現預金の増加44,231千円、のれんの全額の減損計上やソ

フトウェアの償却などに伴う無形固定資産の減少93,550千円などによるものです。

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債の残高は408,264千円となり前連結会計年度末に比べ101,977千円増加いた

しました。これは主に、1年内返済予定の長期借入金11,448千円、長期借入金35,330千円、退職給付に係る負債

8,841千円の他、流動負債のその他に含まれる決済サービスにおける預り金37,836千円の増加などによるもので

す。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は150,808千円となり前連結会計年度末に比べ157,299千円減少しまし

た。これは親会社株主に帰属する中間純損失の計上による利益剰余金の減少145,258千円によるものです。

　この結果、自己資本比率は、25.4%（前連結会計年度末46.2%）となりました。

（３） キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ44,231千

円増加し319,670千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における営業活動により減少した資金は5,837千円(前年同中間期は47,461千円の収入)と

なりました。これは主に、税金等調整前中間純損失の計上160,902千円、減損損失78,017千円の計上、その他の

流動負債の増加40,086千円などによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における投資活動により増加した資金は3,182千円(前年同中間期は13,718千円の支出)と

なりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入7,016千円、無形固定資産の取

得による支出1,649千円などによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における財務活動により増加した資金は46,886千円（前年同中間期は－千円の収入)とな

りました。これは主に、長期借入による収入50,117千円と長期借入金の返済による支出3,222千円などによるも

のです。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,320,000

計 8,320,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月13日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業

協会名
内容

普通株式 2,080,000 2,080,000
東京証券取引所

グロース市場
単元株式数　100株

計 2,080,000 2,080,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 2,080,000 － 301,000 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社イメージ企画 東京都三鷹市井の頭１丁目１３－１０ 612,000 30.35

株式会社ＮＢＩ 東京都三鷹市井の頭１丁目１３－１０ 200,000 9.92

代永　衛 東京都三鷹市 121,900 6.05

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 70,500 3.50

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 67,100 3.33

代永　英子 東京都三鷹市 60,900 3.02

代永　拓史 東京都三鷹市 53,200 2.64

坂庭　亮一 群馬県高崎市 32,400 1.60

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 31,399 1.55

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY 

GCM CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD

(常任代理人　株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行)

ONE CHURCHILL PLACE, LONDON,E14 5HP 

UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　

決済事業部）

22,361 1.11

計 － 1,271,760 63.07

（５）【大株主の状況】

（注）上記のほか、当社所有の自己株式63,769があります。
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2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 63,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,015,200 20,152 －

単元未満株式 普通株式 1,100 － －

発行済株式総数 2,080,000 － －

総株主の議決権 － 20,152 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が69株含まれております。

2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

イメージ情報開発株式会社

東京都千代田区神田猿楽町２－４

－11
63,700 - 63,700 3.06

計 － 63,700 - 63,700 3.06

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上覧に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、監査法人アリアによる期中レビューを受けております。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 275,439 319,670

受取手形、売掛金及び契約資産 119,472 112,720

仕掛品 55 394

貯蔵品 216 179

前払費用 34,984 35,405

預け金 1,072 1,154

短期貸付金 10,000 10,000

その他 5,934 2,085

貸倒引当金 △10,000 △10,006

流動資産合計 437,175 471,602

固定資産

有形固定資産 3,062 3,099

無形固定資産 132,499 38,949

投資その他の資産

投資有価証券 16,219 21,486

繰延税金資産 6,525 3,885

その他 ※ 18,912 ※ 20,050

投資その他の資産合計 41,657 45,421

固定資産合計 177,219 87,470

資産合計 614,394 559,073

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 29,301 32,894

１年内返済予定の長期借入金 － 11,448

未払法人税等 5,734 2,472

賞与引当金 18,631 20,474

その他 63,965 106,699

流動負債合計 117,632 173,989

固定負債

長期借入金 3,600 38,930

退職給付に係る負債 183,018 191,859

繰延税金負債 2,035 3,485

固定負債合計 188,654 234,274

負債合計 306,286 408,264

純資産の部

株主資本

資本金 301,000 301,000

利益剰余金 30,226 △115,032

自己株式 △54,005 △54,014

株主資本合計 277,220 131,952

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,916 10,200

その他の包括利益累計額合計 6,916 10,200

非支配株主持分 23,971 8,655

純資産合計 308,107 150,808

負債純資産合計 614,394 559,073
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

売上高 266,889 375,545

売上原価 220,958 339,849

売上総利益 45,931 35,696

販売費及び一般管理費 ※ 85,996 ※ 123,929

営業損失（△） △40,065 △88,233

営業外収益

受取利息及び配当金 203 603

助成金収入 － 1,012

雑収入 475 520

その他 － 12

営業外収益合計 679 2,148

営業外費用

支払利息 － 343

創立費償却 295 －

雑損失 14 －

営業外費用合計 309 343

経常損失（△） △39,695 △86,428

特別利益

受取和解金 90,000 －

負ののれん発生益 － 3,543

特別利益合計 90,000 3,543

特別損失

減損損失 － 78,017

訴訟関連費用 6,000 －

特別損失合計 6,000 78,017

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
44,304 △160,902

法人税、住民税及び事業税 9,699 1,685

法人税等調整額 △528 2,640

法人税等合計 9,171 4,325

中間純利益又は中間純損失（△） 35,132 △165,227

（内訳）

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社

株主に帰属する中間純損失（△）
34,817 △145,258

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配

株主に帰属する中間純損失（△）
314 △19,969

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,269 3,284

その他の包括利益合計 △1,269 3,284

中間包括利益 33,862 △161,943

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 33,548 △141,974

非支配株主に係る中間包括利益 314 △19,969

（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
44,304 △160,902

減価償却費 5,309 7,339

のれん償却額 － 10,918

減損損失 － 78,017

負ののれん発生益 － △3,543

その他の償却額 － 165

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,000 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,200 1,843

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,497 8,841

受取利息及び受取配当金 △203 △603

支払利息 － 343

売上債権の増減額（△は増加） 13,375 8,842

棚卸資産の増減額（△は増加） △358 △456

仕入債務の増減額（△は減少） △631 3,593

その他の流動資産の増減額（△は増加） △12,590 △378

その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,276 40,086

小計 56,626 △5,899

利息及び配当金の受取額 203 603

利息の支払額 － △343

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9,369 △198

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,461 △5,837

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △537 △730

無形固定資産の取得による支出 △4,187 △1,649

投資有価証券の取得による支出 △439 △536

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
2,000 7,016

貸付けによる支出 △10,000 －

その他 △554 △918

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,718 3,182

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 50,117

長期借入金の返済による支出 － △3,222

自己株式の取得による支出 － △8

財務活動によるキャッシュ・フロー － 46,886

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 33,742 44,231

現金及び現金同等物の期首残高 363,160 275,439

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 396,902 ※ 319,670

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　株式会社TENJIN SYSTEM CONSULTINGの株式の取得したことにより、同社を当中間連結会計期間より連結の範囲

に含めております。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

投資その他の資産 508,295千円 508,295千円

（中間連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前中間連結会計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

役員報酬 22,167千円 34,417千円

給与手当 15,079千円 20,389千円

諸手数料 9,572千円 12,852千円

退職給付費用 2,067千円 1,264千円

賞与引当金繰入額 123千円 △1,817千円

貸倒引当金繰入額 5,000千円 6千円

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

前中間連結会計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

現金及び預金勘定 396,902千円 319,670千円

現金及び現金同等物 396,902千円 319,670千円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（株主資本の金額の著しい変動）

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（株主資本の金額の著しい変動）

該当事項はありません。
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(単位：千円)

ITソリューション BPO・サービス 合計

売上高

外部顧客への売上高 210,871 56,018 266,889

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － －

計 210,871 56,018 266,889

セグメント利益 41,820 4,111 45,931

(単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 45,931

全社費用(注) △85,996

中間連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △40,065

(単位：千円)

ITソリューション BPO・サービス 合計

売上高

外部顧客への売上高 309,641 65,904 375,545

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － －

計 309,641 65,904 375,545

セグメント利益 26,156 9,540 35,696

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
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(単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 35,696

全社費用(注) △123,929

中間連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△） △88,233

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　のれんの減損損失を78,017千円計上しております。のれんの減損損失は全社にかかる費用です。

（のれんの金額の重要な変動）

　上記（固定資産に係る重要な減損損失）で記載したとおり、のれんの減損損失を計上したことにより、のれ

んの金額に重要な変動が生じております。

（重要な負ののれんの発生益）

　当中間連結会計期間において、株式会社TENJIN SYSTEM CONSULTINGの株式を取得し、連結の範囲に含めたこ

とにより、負ののれん発生益が3,543千円発生しております。
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報告セグメント
合計

ITソリューション BPO・サービス

コンサル・開発（一括） 26,112 － 26,112

コンサル・開発（期間） 99,220 － 99,220

保守・運用 80,900 － 80,900

業務運用 － 56,018 56,018

その他 4,637 － 4,637

顧客との契約から生じる収益 210,871 56,018 266,889

報告セグメント
合計

ITソリューション BPO・サービス

コンサル・開発（一括） 12,200 － 12,200

コンサル・開発（期間） 200,098 － 200,098

保守・運用 91,883 67 91,950

業務運用 － 65,837 65,837

その他 5,458 － 5,458

顧客との契約から生じる収益 309,641 65,904 375,545

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前中間連結会計期間（自　2024年4月1日　至　2024年9月30日）

（単位：千円）

　　当中間連結会計期間（自　2025年4月1日　至　2025年9月30日）

（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

1株当たり中間純利益又は中間純損失(△) 17円26銭 △72円04銭

 (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会

社株主に帰属する中間純損失(△)(千円)
34,817 △145,258

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益又は親会社株主に帰属する中間純損

失(△)(千円)

34,817 △145,258

普通株式の期中平均株式数(株) 2,016,241 2,016,238

（１株当たり情報）

　1株当たり中間純純利益又は中間純損失(△)及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

2【その他】

　　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 2025年11月13日

イメージ情報開発株式会社

取締役会　御中

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂木　秀俊

業務執行社員 公認会計士 萩原　眞治

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイメージ情報開

発株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、イメージ情報開発株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

  中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

  監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認



（注）１　上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書
提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

    監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

    監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　代永拓史及び最高財務責任者取締役経営管理部長　辻隆章は、当社の第51期中(自　2025年

４月１日　至　2025年９月30日)の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


